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人口について 

 

 

 

 

  

人口変化 
今まで以上に人口が大きく減少します。 

高齢者の割合が３人に１人へと高齢化が進行します。 

人口構成 
70 歳以下の全ての年齢層が減少すると予測されます。 

特に 20 代から 30 代の若い子育て世代・働く世代が減少します。 

老 齢 人 口：65 歳以上の人口のこと。（75 歳以上は後期高齢者） 

生産年齢人口：15歳から 64 歳までの人口のこと。労働することが可能で納税の対象人口。 

年 少 人 口：0 歳から 14歳までの人口のこと。新生児から中学生まで。 
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20代から 30代の若い

子育て世代・働く世代

が減少 

※年齢不詳人口を 5歳階級ごとに按分しているため、 

 総人口と年齢階層毎の合計値とは一致しません。 
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財政（市のお金）について 

 

 

 

 

  

財政状況 
合併によって、歳入が増えていますが、歳出では扶助費 

が増加し、公共施設に使えるお金は減少しています。 

 

自 主 財 源：地方公共団体が自主的に収入することができる財源。 

扶 助 費：社会保障制度の一環として、現金や物品等で支給される費用。 

投資的経費：その支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整備するた 

      めの経費。 
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歳 出 状 況 

投資的経費 

246 271 268 269 290 293 295 291

136 139 184 185 170 172
238 206

164 161

229 224 220 224

265 288138 130

135 129 134 135

214
184

870 876

1,011 1,031 1,023 1,005

1,216 1,198

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22

その他（特定財源 依存財源）

その他（一般財源 依存財源）

地方債

都道府県支出金

国有提供交付金（基地）

国庫支出金

地方交付税

その他（自主財源）

市税（地方税）

（億円）

（年度）

自主財源
497億円（41.5%）

246 271 268 269 290 293 295 291

136 139 184 185 170 172
238 206

164 161

229 224 220 224

265 288138 130

135 129 134 135

214
184

870 876

1,011 1,031 1,023 1,005

1,216 1,198

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22

その他（特定財源 依存財源）

その他（一般財源 依存財源）

地方債

都道府県支出金

国有提供交付金（基地）

国庫支出金

地方交付税

その他（自主財源）

市税（地方税）

（億円）

（年度）

（24.3％）

国の政策等の変化に

影響を受けやすい 

合併 

合併 

66
52 50 47 46

152

170

142

168

150

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

平成18 平成19 平成20 平成21 平成22

その他

災害復旧費

補助金・負担金

土木費・農林水産

業費

用地取得費

公共施設等

（億円）

（年度）

（31％）（28％）（35％）（31％）（44％）

約 20億円 
減少 

今後も人口減少・高齢化が進むことによって、さらに公共施設に使えるお金が減少

していくことが避けられない見通しとなっています。 

※平成 18年度～平成 20年度

には合併町分を含みます。 
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市が保有している資産（公共施設）について 

 

 

 

 

  

これまでの整備状況 
築 30 年以上が経過し、老朽化が進行して

いる建物の割合が 4 割程度あります。 

エリア・地域別の公共施設の保有状況 

耐震基準：建物等の構造物が最低限の耐震能力を示す基準。 

     現行の耐震基準（新耐震基準）は昭和 56 年に改正された基準。 
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エリア・地域ごとに 

保有する資産の保有状況

や旧耐震基準建物の割合

が大きく異なることが 

分かります。 
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大規模改修：経年による劣化への機能・性能向上を伴う改修工事。 

 

施設の建替え・大規模改修にかかるコストの試算 

＜共通試算条件＞ 

 建 替 え：建物の耐用年数を 60年と仮定 

 大規模改修：付属施設や配管等の耐用年数を考慮し、築後 30年で実施すると仮定 

 既に築後 31年以上 50年経過した建物は、今後 10 年間で均等に大規模改修を実施す

ると仮定（築 51 年以上経過している施設は、建替え時期が近いことから、大規模改修

を実施しない） 

 既に築 60 年以上経過している建物は、今後 5年間で均等に建替えを行うと仮定 

今後のコストの試算では、現在の 2.4倍にあたる年平均 125.1億円が必要となり、 

現在保有している全ての公共施設を適切に管理していくことが難しいことが分かり

ます。 

 

現在保有している全ての公共施設（126.4 万㎡）を適切に維持管理していくために 

必要な建替え・大規模改修にかかるコストを、下記の共通試算条件に基づき、試算し

ました。 
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公共施設の将来の更新費用の推計

大規模修繕 築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕

既存更新分 既存更新分+新規整備分+用地取得分(5箇年度平均)

大規模改修
（平成23年～62年度）

大規模改修（築31年以上50年未満）
（平成23～32年度）

建替え
（平成23年～62年度）

公共施設等に
かかる投資的経費
（平成18～22年度）

現在までのストック

126.4万㎡

現在までのストック

126.4万㎡

今後40年間の

建替え・大規模改修
費用総額

5,003.7億円

建替え・大規模改修にかかるコスト

平均 125.1億円/年

公共施設等にかかる投資的経費
（平成18年度～平成22年度）

平均 52.2億円/年

（年度）

過去5年間の
公共施設等にかかる

投資的経費の2.4倍

大規模改修ピーク大規模改修ピーク 建替えのピーク建替えのピーク



5 

公共施設の配置状況をまとめました。（地域実態マップ） 
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主な公共施設の配置状況をエリア・地域ごとにまとめました。 

 

  

佐世保中央エリア（佐世保中央地域） 

相浦エリア（相浦地域） 
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0 500 1000 2000 3000ｍ

中北部エリア 

日宇エリア 
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東部エリア 

北部エリア 
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佐世保中央エリア（宇久地域） 

相浦エリア（黒島地域） 



13 

保有資産（公共施設）の有効活用の必要性について 

 

 

 

  

今後、公共施設の有効活用に向けた検討を行っていきます。 

人口動態や財政状況・保有資産（公共施設）の状況を検証すると有効活用を図るこ

とが必要であるとわかります。 

 

人口動態 

●本市の人口は、今後２０年間で約１８％減少する予測です。 

●減少に伴い、人口構成では７０歳以下の全年齢層が減少し、高齢者の割合が３人に１人

と高齢化への進展が予測されます。 

●各エリア・地域によって人口減少率や人口構成に差があります。 

●人口動態の変化により、公共施設に求められる市民ニーズも変化しています。 

財政状況 

●自主財源が約４２％と地方交付税や国庫支出金等に依存した財政構造となっています。 

●歳出中、義務的経費が増加し、特に社会保障費等である扶助費が約１．７倍に増加して

います。 

●公共施設の建替え等に使用される投資的経費の割合は減少傾向であり、今後も減少して

いくことが避けられない見通しとなっています。 

保有資産（公共施設）の状況 

●公共施設は１２６．４万㎡保有しています。築３０年以上が経過し、老朽化が進行して

いる建物の割合が約４２％あります。 

●エリア・地域ごとに保有する資産（公共施設）や旧耐震基準建物の割合が大きく異なり

ます。 

●利用状況が少ない施設が見受けられます。 

●施設の建替え等にかかるコスト試算では、現在保有している全ての公共施設を適切に管

理していくことが難しいことが分かります。 

 

公共施設の有効活用について 

●公共施設や市有地の利活用に関する全体方針（資産活用基本方針）を策定する必要

があります。※保有資産に関する全体的・基本的なルール 

●市の財政規模に見合った公共施設数を目指す必要があります。 

●施設毎に建物状況や利用状況等、「施設」に係る客観的な評価を行うとともに、周辺

施設の配置状況、地域の人口構成なども含めて総合的な検討を行い、統廃合を含む

施設再編に向けた具体的な計画を策定する必要があります。 

●特に建物状況については、老朽化を含む全般的な把握を行い、今後も使用していく

施設全体については、予算規模に応じた計画的な建替え・大規模改修計画を策定す

るとともに各施設毎の計画的な保全計画を策定する必要があります。 
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施設白書（第３章 用途別実態把握）では、主に市民が利用す

る施設について、様々な視点で実態を把握・分析しています 

 

嘱託職員人件費

1,811 万円

改修費1,613 万円

指定管理委託料

2,126 万円

減価償却相当額

6,473 万円

1億4,075 万円

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
（万円）

事業運営にか

かるコスト
計 2,534 万円

施設にかかる

コスト 計
2,943 万円

（20.9％）

（18.0％）

収入の合計

1,766 万円

コスト状況

 
漁民総合
センター

小佐々
漁村

センター

小佐々
農民

センター

農業
センター

教育
集会所

させぼ
市民活動

交流
プラザ

佐世保市
労働
福祉

センター

男女共同
参画推進
センター

公会堂
（相浦）

合計

 一般職員人件費 816,500 1,633,000 816,500 3,266,000
 嘱託職員人件費 619,047 2,734,248 3,353,295
 修繕費 840,000 349,650 9,450 1,199,100
 改修費 441,000 8,699,250 6,994,050 16,134,300
 光熱水費 806,271 429,438 13,362 248,696 1,260,125 771,306 3,529,198
 委託費 700,104 64,000 1,061,271 126,000 1,951,375
 使用料及び賃借料
 その他物件費

施設にかかるコスト　計 2,462,771 3,553,192 13,362 8,699,250 931,743 9,315,446 4,457,504 29,433,268

 一般職員人件費 816,500 2,449,500 3,266,000
 嘱託職員人件費 2,476,187 4,699,902 10,936,991 18,113,080
 修繕費 168,000 91,245 28,875 209,302 497,422
 委託費 360,000 180,000 80,000 620,000
 使用料及び賃借料 14,910 130,194 187,209 332,313
 負担金補助及び交付金 5,000 5,000
 その他物件費 1,893 46,830 168,015 11,332 402,499 830,434 20,109 1,020,495 2,501,607

事業運営にかかるコスト　計 169,893 138,075 1,344,515 191,332 2,922,471 5,949,832 20,109 14,599,195 25,335,422

指定管理委託料 1,800,000 19,458,000 21,258,000

現金収支を伴うコスト　計 4,432,664 3,691,267 1,357,877 8,890,582 3,854,214 15,265,278 19,478,109 19,056,699 76,026,690

【収入の部】

使用料収入 48,820 196,660 893,400 15,106,350 674,476 16,919,706
諸収入 615,603 124,735 740,338

収入の合計 48,820 196,660 1,509,003 15,106,350 799,211 17,660,044

Ⅱ.現金収支を伴わないもの

コスト 減価償却相当額 10,730,560 4,208,000 1,066,560 6,752,000 1,358,080 9,224,000 22,992,320 8,393,600 5,933,840 64,725,120

Ⅲ.総括

コストの部合計（トータルコスト） 15,163,224 7,899,267 2,424,437 15,642,582 5,212,294 24,489,278 42,470,429 27,450,299 5,933,840 140,751,810

収支差額（ネットコスト） 15,114,404 7,702,607 2,424,437 15,642,582 5,212,294 22,980,275 27,364,079 26,651,088 5,933,840 123,091,766

Ⅰ.現金収支を伴うもの
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施設別行政コスト計算書

施設で行われている行政サービスにかかる

全てのコスト（トータルコスト）を把握
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（万円/件）
指定管理委託料

減価償却相当額

施設にかかるコスト

事業運営にかかるコスト

利用１件当たりに

かかるコスト

建物状況
パターン① パターン② パターン③ パターン④

　該当施設 建築年 　該当施設 建築年 　該当施設 建築年 　該当施設 建築年

1 漁民総合センター 昭和55 5 教育集会所 昭和54 小佐々漁村センター 昭和58 3 小佐々農民センター 平成3
4 農業センター 昭和12 # 6 させぼ市民活動交流プラザ 昭和29
9 公会堂（相浦） 昭和38 # 7 佐世保市労働福祉センター 平成16
# # 8 男女共同参画推進センター 平成12
# # #
# # #
# # #
# # #

｜ 　　　　　　　　　｜ 　　　　　　　　　｜ 　　　　　　　　　｜ 　　　　　　　　　｜

・耐震改修工事は完了しているもの
の、築30年と老朽化がかなり進行して
おり、大規模改修工事などの対応が必
要です。

・いずれも新耐震基準の建物ですが、
築20年を超えており、計画的な老朽化
対策の検討が必要になっています。

・比較的新しい施設ですが、バリアフ
リーや環境対応が完了していないた
め、計画的な改修や効率のよい設備の
導入などの対応が望まれます。

・老朽化が進行している
⇒今後、老朽化対策の検討が必要な
施設

＜ 4 施設 ＞＜ 1 施設 ＞

評
　
　
価

該
当
施
設

コ
メ
ン
ト

＜ 1 施設 ＞

・バリアフリー、環境対応が未完了
⇒今後、バリアフリーや環境対応が完
了していない部分の整備が望まれる施
設

＜ 3 施設 ＞

・旧耐震基準の建物で、特に築年も古
く、耐震化と老朽化対策が必要です。

・耐震安全性が確保されていない
・さらに、老朽化が進行している
⇒耐震安全性の確保とともに、老朽化
対策も必要な施設

・かなり老朽化が進行している
⇒建替え又は大規模改修 などの老朽
化対策が必要な施設

耐震性 老朽化 老朽化 今後 老朽化 バリアフリー・環境対応
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レーダーチャート による
各施設の耐震安全性や老朽化状況を把握

利用状況
年間でどれくらい利用

されているかを把握

運営状況
施設を運営している

職種・人員を把握

施設概要 ・ 施 設 名 称 、 設 置 目 的 、 事 業 内 容 、 建 築 年度 、 延 床 面 積 、 ス ペ ー ス 構 成 等
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